
平成29年7月25日　地域振興部市町村課

【市町村分の算定結果】 （単位：百万円、％）

H29 H28 増減額 増減率

a b （a－b） （a／b） 全国平均

A 基準財政需要額   ｱ+ｲ+ｳ+ｴ+ｵ+ｶ+ｷ
(臨時財政対策債振替前)

ｱ 26,496 27,333 ▲836 ▲3.1% ▲3.3% 

ｲ 135,722 134,917 805 0.6% 5.7% 

地域経済・雇用対策費 ｳ 1,277 2,289 ▲1,012 ▲44.2% ▲43.7% 

地域の元気創造事業費 ｴ 3,037 2,992 45 1.5% 0.2% 

人口減少等特別対策事業費 ｵ 3,546 3,495 50 1.4% ▲0.2% 

ｶ 53,363 54,229 ▲866 ▲1.6% 0.0% 

ｷ ▲4,931 ▲3,082 ▲1,849 － － 

B 臨財債振替相当額 11,959 11,921 38 0.3% 13.0% 

C 基準財政需要額(A－B) 206,551 210,252 ▲3,702 ▲1.8% 2.8% 

D 基準財政収入額 77,451 77,044 406 0.5% 4.5% 

基準財政収入額 77,441 77,044 397 0.5% 4.5% 

錯誤額 10 1 9 － －

E 交付基準額（C－D） 129,100 133,208 ▲4,108 ▲3.1% ▲0.6% 

◎ 平成29年度調整率：0.000788884 → 調整額▲163百万円　　（平成28年度調整率：0.000822655 → 調整額▲173百万円）

① 交付決定額 128,937 133,035 ▲4,098 ▲3.1% ▲0.6% 

② 臨時財政対策債 11,959 11,921 38 0.3% 13.0% 

③ 合計（①＋②） 140,896 144,956 ▲4,059 ▲2.8% 1.9% 

※端数調整のため合計が一致しない場合がある

※全国平均欄は、財源不足団体の平均増減率である。

【市町村分の概要】

　　・リーマンショック後の特別措置である歳出特別枠の縮小の影響

　　・生活保護の実施や児童扶養手当の支給等の経費について普通交付税での算定に移行（従来は特別交付税）

　　・縮減の結果、一本算定に加算される額は67億円（Ｈ28：104億円、対前年比▲37億円）

　　・合併15団体すべてが激変緩和措置期間（うち松江市、出雲市は平成29年度より２段階合併の縮減開始）

    ※ 合併後一定期間経過後、激変緩和として5年間段階的に特例措置に係数を乗じるもの（Ｈ16合併団体：0.5、Ｈ17合併団体：0.7）

平成29年度普通交付税算定結果について（市町村分）

今年度の特徴

　包括算定経費　

　個別算定経費 (ｳ～ｶ除き)

218,510 222,173 ▲3,663 ▲1.6% 3.5% 

　(３)合併団体に対する普通交付税の特例措置（合併算定替）縮減
※
により53億円の減（Ｈ28：▲34億円、対前年比▲19億円）

　(２)福祉事務所設置町村に係る交付税算定の見直しにより12億円の増

　　・なお、平成の合併により市町村の姿が大きく変化したことを踏まえ、合併時点では想定されていなかった財政
　　　需要を平成26年度交付税算定から段階的に反映（今年度からは学校給食に要する経費等を見直し）

　(１)地域経済・雇用対策費が10億円の減

全国平均には政令指定都市に係る県費負担教職員の給
与負担事務の移譲による措置額の増分（3,194億円）を含
む。

連絡先　：　市町村課交付税グループ　武田・谷口　（内線5062）

○地方財政計画の反映
　・歳出特別枠の減　　　　  ▲1,012

○福祉事務所設置経費の増    ＋1,164
  （町村のみ）

○合併算定替縮減による減　  ▲1,858
  （縮減額 Ｈ28:▲3,398 Ｈ29:▲5,256）

○公債費等の減　            ▲  866
　・過疎対策事業債償還費
　・地域総合整備事業債償還費
  ・臨時地方道路整備事業債償還費

１．市町村分の「①交付決定額」に、「②臨時財政対策債」を加えた「③実質的な地方交付税総額」は、対前年比で
　　2.8％減（41億円減）となった。（「A 基準財政需要額」▲37億円、「B 基準財政収入額」＋4億円）

２．基準財政需要額の増減の主な理由は次のとおり。

３．基準財政収入額の増の主な理由は、上記「備考」のとおり。

　公債費等

　錯誤額及び縮減額

・市町村民税（所得割）の増   ＋431
・固定資産税の増             ＋494
・地方消費税交付金の減       ▲474



（別紙）平成２９年度普通交付税交付決定額一覧

（単位：千円、％）

平成２９年度 平成２８年度

普通交付税 臨時財政対策 普通交付税 臨時財政対策 増減額 増減率

交付決定額 債発行可能額 合　　計 交付決定額 債発行可能額 合　　計 ランク

     ％

松 江 市 20,058,975 3,492,288 23,551,263 20,700,627 3,486,864 24,187,491 ▲636,228 ▲2.6 12

浜 田 市 10,793,755 1,065,525 11,859,280 11,203,935 1,071,205 12,275,140 ▲415,860 ▲3.4 15

出 雲 市 18,639,933 2,362,913 21,002,846 19,756,937 2,371,423 22,128,360 ▲1,125,514 ▲5.1 19

益 田 市 7,519,587 749,473 8,269,060 7,807,997 751,247 8,559,244 ▲290,184 ▲3.4 16

大 田 市 8,671,482 578,904 9,250,386 9,126,174 592,254 9,718,428 ▲468,042 ▲4.8 18

安 来 市 7,862,230 704,813 8,567,043 8,097,899 701,045 8,798,944 ▲231,901 ▲2.6 13

江 津 市 5,146,926 419,664 5,566,590 5,195,967 410,582 5,606,549 ▲39,959 ▲0.7 6

雲 南 市 12,300,970 720,420 13,021,390 12,932,348 727,349 13,659,697 ▲638,307 ▲4.7 17

市 計 90,993,858 10,094,000 101,087,858 94,821,884 10,111,969 104,933,853 ▲3,845,995 ▲3.7 

奥 出 雲 町 6,094,598 309,954 6,404,552 6,166,100 300,026 6,466,126 ▲61,574 ▲1.0 7

飯 南 町 3,303,654 153,070 3,456,724 3,364,181 151,667 3,515,848 ▲59,124 ▲1.7 10

川 本 町 1,695,123 85,900 1,781,023 1,706,038 84,017 1,790,055 ▲9,032 ▲0.5 5

美 郷 町 3,059,289 140,272 3,199,561 3,145,489 140,351 3,285,840 ▲86,279 ▲2.6 11

邑 南 町 5,604,300 275,631 5,879,931 5,778,693 275,392 6,054,085 ▲174,154 ▲2.9 14

津 和 野 町 3,650,335 184,025 3,834,360 3,697,515 177,757 3,875,272 ▲40,912 ▲1.1 8

吉 賀 町 2,900,481 145,025 3,045,506 2,942,003 142,693 3,084,696 ▲39,190 ▲1.3 9

海 士 町 2,022,947 86,343 2,109,290 1,961,641 81,438 2,043,079 66,211 3.2 3

西 ノ 島 町 2,138,838 99,161 2,237,999 2,048,241 92,391 2,140,632 97,367 4.5 2

知 夫 村 706,046 28,967 735,013 646,202 25,785 671,987 63,026 9.4 1

隠岐の島町 6,767,747 356,762 7,124,509 6,757,089 337,181 7,094,270 30,239 0.4 4

町 村 計 37,943,358 1,865,110 39,808,468 38,213,192 1,808,698 40,021,890 ▲213,422 ▲0.5 

県 計 128,937,216 11,959,110 140,896,326 133,035,076 11,920,667 144,955,743 ▲4,059,417 ▲2.8 


